
「美ら島⽀店」取引規定 
新 旧 

本規定は、お客様が、沖縄銀⾏美ら島⽀店（以下「当⽀店」といいます。）との間で
取引を⾏う場合の取扱いを定めたものです。お客様が、当⽀店と取引を⾏う場合、下
記条項の他、別途当⾏が定める各取引規定が適⽤されることに同意したものとして
取扱います。  
 
第 1 条 当⽀店との取引範囲  
１．お客様は、本規定に基づき以下に定める取引をご利⽤いただけるものとします。 
 （1）総合⼝座取引（普通預⾦、定期預⾦、定期預⾦を担保とする当座貸越）  
 （2）その他当⾏所定の取引  
２．前項に規定する取引の⼝座は、別に定める場合を除き、お客様お⼀⼈につき⼀⼝
座とします。  
３．当⽀店で提供する取引内容、サービス内容、⾦利、⼿数料等は当⾏所定のものと
し、当⽀店以外の当⾏本⽀店と異なる場合があります。 
  
第 2 条 取引の開始  
１．当⽀店と取引を⾏うことができるお客様は、⽇本国内に居住する満 18 歳以上の
個⼈の⽅に限らせていただきます。また、当⽀店の⼝座は、事業性⼝座としてはご利
⽤いただけません。※なお、美ら島⽀店では、2023 年 5 ⽉ 12 ⽇以降、新規⼝座開設
の受付を停⽌しております。   
 
２．お客様は、本規定を承認のうえ、当⾏所定の申込書に必要事項を⼊⼒し、当⾏所
定の必要書類を添えてお申込になり、当⾏がこれを 
受領し、認めた場合に、取引を開始することができるものとします。  
３．当⽀店との取引に際しては、総合⼝座を開設のうえ、第 4 条に定めるおきぎん
Smart（以下「アプリサービス」）といいます。）を原則として申込むものとします。
⼝座開設にあたっての本⼈確認は、当⾏所定の⽅法により⾏うものとします。 ただ

本規定は、お客様が、沖縄銀⾏美ら島⽀店（以下「当⽀店」といいます。）との間で
取引を⾏う場合の取扱いを定めたものです。お客様が、当⽀店と取引を⾏う場合、下
記条項の他、別途当⾏が定める各取引規定が適⽤されることに同意したものとして
取扱います。  
 
第 1 条 当⽀店との取引範囲  
１．お客様は、本規定に基づき以下に定める取引をご利⽤いただけるものとします。 
 （1）総合⼝座取引（普通預⾦、定期預⾦、定期預⾦を担保とする当座貸越）  
 （2）その他当⾏所定の取引  
２．前項に規定する取引の⼝座は、別に定める場合を除き、お客様お⼀⼈につき⼀⼝
座とします。  
３．当⽀店で提供する取引内容、サービス内容、⾦利、⼿数料等は当⾏所定のものと
し、当⽀店以外の当⾏本⽀店と異なる場合があります。  
 
第 2 条 取引の開始  
１．当⽀店と取引を⾏うことができるお客様は、⽇本国内に居住する満 18 歳以上の
個⼈の⽅に限らせていただきます。また、当⽀店の⼝座は、事業性⼝座としてはご利
⽤いただけません。  
 
 
２．お客様は、本規定を承認のうえ、当⾏所定の申込書に必要事項を⼊⼒し、当⾏所
定の必要書類を添えてお申込になり、当⾏がこれを 
受領し、認めた場合に、取引を開始することができるものとします。  
３．当⽀店との取引に際しては、総合⼝座を開設のうえ、第 4 条に定めるおきぎんイ
ンターネットバンキングサービスを必ず申込むものとします。⼝座開設にあたって
の本⼈確認は、当⾏所定の⽅法により⾏うものとします。  



し、本規定改訂以前（2025 年 9 ⽉ 30 ⽇）から当⽀店において総合⼝座を保有して
いるお客様については、アプリサービスの利⽤がない場合であっても、キャッシュカ
ードによるＡＴＭ取引等、当⾏所定の⽅法により取引を継続することができるもの
とします。 
４．当⽀店の取引を当⽀店以外の本⽀店へ変更すること、または当⽀店以外の本⽀店
から当⽀店へ取引を変更することはできません。  
 
第 3 条 お届印  
１．当⽀店と総合⼝座取引を開始する際には、取引に使⽤する印章（以下「お届印」
という）により印鑑を届出て下さい。 印鑑はお⼀⼈につき⼀つのみお届けいただく
ものとし、別に定める取引を除いて当⽀店における取引について共通とさせていた
だきます。  
２．取引において、各種申込書、諸届その他の書類に使⽤された印影を届出の印鑑と
相当の注意をもって照合し、相違ないものと認めて取扱いした場合は、それらの書類
につき、偽造、変造その他の事故があっても、そのために⽣じた損害について、当⾏
は責任を負いません。  
３．お届印を失った場合、または変更される場合は、直ちに当⽀店へ通知するととも
に、当⾏所定の⼿続きを⾏って下さい。  
 
第 4 条 当⽀店との取引⽅法  
１．お客様は本規定に基づき、次の⽅法で当⽀店と取引を⾏うことができます。なお、
原則として、当⽀店を含む当⾏本⽀店の窓⼝での取引はできません。  
 （1）アプリサービスによる取引  アプリサービスによる取引には、本規定ととも
におきぎん smart 利⽤規定が別途適⽤されます。 
 
 
（2）当⾏および当⾏と提携している⾦融機関の現⾦⾃動預⼊⽀払機（現⾦⾃動預⾦
機、現⾦⾃動⽀払機を含む。以下「CD・ATM」といいます。）による取引  
 （3）その他当⾏所定の⽅法による取引  

 
 
 
 
４．当⽀店の取引を当⽀店以外の本⽀店へ変更すること、または当⽀店以外の本⽀店
から当⽀店へ取引を変更することはできません。  
 
第 3 条 お届印  
１．当⽀店と総合⼝座取引を開始する際には、取引に使⽤する印章（以下「お届印」
という）により印鑑を届出て下さい。 印鑑はお⼀⼈につき⼀つのみお届けいただく
ものとし、別に定める取引を除いて当⽀店における取引について共通とさせていた
だきます。  
２．取引において、各種申込書、諸届その他の書類に使⽤された印影を届出の印鑑と
相当の注意をもって照合し、相違ないものと認めて取扱いした場合は、それらの書類
につき、偽造、変造その他の事故があっても、そのために⽣じた損害について、当⾏
は責任を負いません。  
３．お届印を失った場合、または変更される場合は、直ちに当⽀店へ通知するととも
に、当⾏所定の⼿続きを⾏って下さい。  
 
第 4 条 当⽀店との取引⽅法  
１．お客様は本規定に基づき、次の⽅法で当⽀店と取引を⾏うことができます。なお、
原則として、当⽀店を含む当⾏本⽀店の窓⼝での取引はできません。  
 （1）おきぎんインターネットバンキングサービス（以下 IB サービス）による取引 
IB サービスによる取引には、インターネットを通じたパソコン端末による取引およ
び、当⾏所定の情報提供サービス対応の携帯電話機を使った携帯電話取引が含まれ
ます。  
（2）当⾏および当⾏と提携している⾦融機関の現⾦⾃動預⼊⽀払機（現⾦⾃動預⾦
機、現⾦⾃動⽀払機を含む。以下「CD・ATM」といいます。）による取引  
 （3）その他当⾏所定の⽅法による取引  



２． 各取引⽅法において、当⽀店で取扱う取引の種類・業務等は当⾏所定のものと
し、各取引にかかる規定に従って取扱われるものとします。また、当⾏本⽀店の窓⼝
で取扱う取引の種類・業務等と異なる場合があります。  
 
第 5 条 キャッシュカード  
１．当⽀店と総合⼝座取引を開始する際には、当⾏所定のキャッシュカードを発⾏
し、当⾏所定の⽅法にてお届けします。お客様がこのキャッシュカードをお受取りに
ならなかった場合は、キャッシュカードを処分いたします。キャッシュカードが必要
な場合は、当⾏ 所定の発⾏⼿数料が必要となります。当⾏所定の発⾏依頼書にてお
申込いただき、発⾏⼿数料を払戻請求書の提出なしに通知することなく総合⼝座普
通預⾦より引落後、発⾏させていただきます。  
２．総合⼝座普通預⾦キャッシュカードの代理⼈カードは、取扱い致しません。 
３．キャッシュカードはお客様⾃らの責任をもって管理するものとし、万が⼀キャッ
シュカードを紛失した場合には、直ちに当⽀店へ通知するとともに、当⾏所定の⼿続
きを⾏って下さい。 
 
第 6 条 アプリサービスにおける認証情報の管理 
１．お客様がアプリサービスをご利⽤されるにあたっては、当⾏が指定する暗証番
号、パスコード、認証コード等の認証情報を使⽤するものとします。  
 
２．これらの認証⽅法はお客様⾃らの責任をもって管理するものとし、万が⼀紛失ま
たは漏洩した場合には、直ちに当⽀店へ通知するとともに、当⾏所定の⼿続きを⾏っ
て下さい。 
 
第 7 条 暗証番号等  
１．第 4 条第 1 項の取引において、当⾏は暗証番号等が当⾏に登録されたものと⼀
致することを、当⾏所定の⽅法により確認し、相違ないと認めて取扱いを⾏った場合
は、それらが盗⽤、不正使⽤、その他の事故があっても、そのために⽣じた損害につ
いては、おきぎん smart 利⽤規定第 21 条 1 項に基づく請求を除き、当⾏は責任を負

２． 各取引⽅法において、当⽀店で取扱う取引の種類・業務等は当⾏所定のものと
し、各取引にかかる規定に従って取扱われるものとします。また、当⾏本⽀店の窓⼝
で取扱う取引の種類・業務等と異なる場合があります。  
 
第 5 条 キャッシュカード  
１．当⽀店と総合⼝座取引を開始する際には、当⾏所定のキャッシュカードを発⾏
し、当⾏所定の⽅法にてお届けします。お客様がこのキャッシュカードをお受取りに
ならなかった場合は、キャッシュカードを処分いたします。キャッシュカードが必要
な場合は、当⾏ 所定の発⾏⼿数料が必要となります。当⾏所定の発⾏依頼書にてお
申込いただき、発⾏⼿数料を払戻請求書の提出なしに通知することなく総合⼝座普
通預⾦より引落後、発⾏させていただきます。  
２．総合⼝座普通預⾦キャッシュカードの代理⼈カードは、取扱い致しません。  
３．キャッシュカードはお客様⾃らの責任をもって管理するものとし、万が⼀キャッ
シュカードを紛失した場合には、直ちに当⽀店へ通知するとともに、当⾏所定の⼿続
きを⾏って下さい。 
 
第 6 条 おきぎんｅパートナーカード  
１．お客様がＩＢサービスをご利⽤されるにあたっては、当⾏は、当⾏が指定する契
約者ＩＤが記載された「おきぎんｅパートナーカード」を発⾏することといたしま
す。  
２．おきぎんｅパートナーカードはお客様⾃らの責任をもって管理するものとし、万
が⼀おきぎんｅパートナーカードを紛失した場合には、直ちに当⽀店へ通知すると
ともに、当⾏所定の⼿続きを⾏って下さい。 
 
第 7 条 暗証番号等  
１．第 4 条第 1 項の取引において、当⾏は暗証番号等およびログオンパスワード等
（以下「各種暗証番号等」といいます。）が当⾏に登録されたものと⼀致することを、
当⾏所定の⽅法により確認し、相違ないと認めて取扱いを⾏った場合は、それらが盗
⽤、不正使⽤、その他の事故があっても、そのために⽣じた損害については、当⾏は



いません。  
２．暗証番号等とは、お客様が当⾏に届け出た総合⼝座普通預⾦のＩＣキャッシュカ
ード暗証番号、アプリサービスの利⽤に際してお客様が当⾏に届出たパスコード・確
認⽤暗証番号等のことをいいます。 
 
３．暗証番号等はお客様⾃⾝が責任をもって管理するものとします。第三者に知られ
ないように厳重に管理して下さい。また、暗証番号等については、⽣年⽉⽇や電話番
号、同⼀数字の指定はできません。また、他⼈から推測されやすい番号の指定はお避
け下さい。  
４．暗証番号等を失念した場合もしくは変更する場合は、直ちに当⽀店へ通知すると
ともに当⾏所定の⼿続きを⾏って下さい。  
５．暗証番号等を所定の回数以上ご⼊⼒した場合、当該暗証番号等にかかる取引等を
⾏うことができなくなることがあります。この場合は、当⽀店に連絡するとともに、
当⾏所定の⼿続きを⾏って下さい。  
 
第 8 条 定期預⾦  
１．お客様は、第 4 条第 1 項（1）の⽅法により、総合⼝座取引を⾏うことができま
す。  
２．定期預⾦⼝座は総合⼝座定期預⾦とし、総合⼝座普通預⾦開設後に預⼊れできる
ものとします。ただし、2023 年 5 ⽉ 12 ⽇以降、美ら島⽀店における定期預⾦の新
規預⼊は停⽌しております。この総合⼝座定期預⾦は、アプリサービスでのみ利⽤で
きるインターネット専⽤定期預⾦となります。  
３．当⽀店で預⼊可能な総合⼝座定期預⾦は、当⾏所定の定期預⾦とします。  
４．預⼊および解約等は当⾏所定の⽅法により⾏うものとします。  
 
第 9 条 現⾦の預⼊れ・払戻し等  
お客様は、第 4 条第 1 項（2）の⽅法により、現⾦の預⼊れ・払戻しを⾏うことがで
きます。これらの取引にあたっては、以下にご注意下さい。  
 １．原則として当⽀店を含む当⾏本⽀店の窓⼝での預⼊れ・払戻し等を⾏うことは

責任を負いません。  
２．暗証番号等とは、お客様が当⾏に届け出た総合⼝座普通預⾦のＩＣキャッシュカ
ード暗証番号、ＩＢサービスの利⽤に際してお客様が当⾏に届出たログオンパスワ
ード ・確認暗証番号・乱数表の確認番号（おきぎん e パートナーカードに記載）に
加えて「合⾔葉」のことをいいます。  
３．各種暗証番号等はお客様⾃⾝が責任をもって管理するものとします。第三者に知
られないように厳重に管理して下さい。また、各種暗証番号等については、⽣年⽉⽇
や電話番号、同⼀数字の指定はできません。また、他⼈から推測されやすい番号の指
定はお避け下さい。  
４．各種暗証番号等を失念した場合もしくは変更する場合は、直ちに当⽀店へ通知す
るとともに当⾏所定の⼿続きを⾏って下さい。  
５．各種暗証番号等を所定の回数以上ご⼊⼒した場合、当該暗証番号等にかかる取引
等を⾏うことができなくなることがあります。この場合は、当⽀店に連絡するととも
に、当⾏所定の⼿続きを⾏って下さい。  
 
第 8 条 定期預⾦  
１．お客様は、第 4 条第 1 項（1）の⽅法により、総合⼝座取引を⾏うことができま
す。  
２．定期預⾦⼝座は総合⼝座定期預⾦とし、総合⼝座普通預⾦開設後に預⼊れできる
ものとします。この総合⼝座定期預⾦は、ＩＢサービスでのみ利⽤できるインターネ
ット専⽤定期預⾦となります。 
 
３．当⽀店で預⼊可能な総合⼝座定期預⾦は、当⾏所定の定期預⾦とします。  
４．預⼊および解約等は当⾏所定の⽅法により⾏うものとします。  
 
第 9 条 現⾦の預⼊れ・払戻し等  
お客様は、第 4 条第 1 項（2）の⽅法により、現⾦の預⼊れ・払戻しを⾏うことがで
きます。これらの取引にあたっては、以下にご注意下さい。  
 １．原則として当⽀店を含む当⾏本⽀店の窓⼝での預⼊れ・払戻し等を⾏うことは



できません。  
 ２．ＣＤ・ＡＴＭの払戻し限度額を超える⾦額の取引が発⽣する場合は、当⾏が別
途定める⽅法によることとし、預⾦名義⼈本⼈の意思による申し出であることの確
認を⾏ったうえで取扱いします。  
 
第 10 条 取引の⽇付  
当⾏が、第 4 条第 1 項の⽅法によりお客様から取引の依頼を受けた場合は、受付⽇
当⽇付けにて取扱うことを原則としますが、受付時間によっては翌営業⽇の取扱い
となります。その場合、翌営業⽇の取引実⾏時点において払戻すべき預⾦残⾼が不⾜
しているときは、当該取引依頼は取消されたものとみなし、それによって⽣じた損害
については、当⾏は責任を負いません。  
 
第 11 条 取引確認⽅法  
１．当⽀店では、アプリサービスの各種取引照会サービスにおいて預⾦残⾼、取引⼊
出⾦明細、取引履歴を⼀定期間表⽰することとし、預⾦通帳・証書の発⾏はいたしま
せん。  
２．当⽀店におけるお客様の取引残⾼、取引明細等は、お客様⾃⾝がアプリサービス
を利⽤して適宜確認し、必要に応じ画⾯保存していただくこととします。  
３．当⽀店におけるお客様の取引残⾼、取引明細等は、当⾏所定の期間、アプリサー
ビスを利⽤して、確認いただけるものとします。 
４．お客様が残⾼証明書等を必要とされる場合は、当⾏所定の⽅法によりお申込いた
だくことにより発⾏いたします。なお、この場合、当⾏所定の⼿数料を、払戻請求書
の提出なしに通知することなく当⽀店の総合⼝座普通預⾦から引き落とすものとし
ます。  
 
第 12 条 通知および告知⽅法  
１．当⾏からお客様への各種通知および告知は、当⾏ホームページへの掲⽰、または
アプリサービス内での通知、届出住所への送付、その他当⾏が適当と認める⽅法のい
ずれかの⽅法より⾏われるものとします。  

できません。  
 ２．ＣＤ・ＡＴＭの払戻し限度額を超える⾦額の取引が発⽣する場合は、当⾏が別
途定める⽅法によることとし、預⾦名義⼈本⼈の意思による申し出であることの確
認を⾏ったうえで取扱いします。  
 
第 10 条 取引の⽇付  
当⾏が、第 4 条第 1 項の⽅法によりお客様から取引の依頼を受けた場合は、受付⽇
当⽇付けにて取扱うことを原則としますが、受付時間によっては翌営業⽇の取扱い
となります。その場合、翌営業⽇の取引実⾏時点において払戻すべき預⾦残⾼が不⾜
しているときは、当該取引依頼は取消されたものとみなし、それによって⽣じた損害
については、当⾏は責任を負いません。 
 
第 11 条 取引確認⽅法  
１．当⽀店では、インターネットバンキングサービスの各種取引照会サービスにおい
て預⾦残⾼、取引⼊出⾦明細、取引履歴を⼀定期間表⽰することとし、預⾦通帳・証
書の発⾏はいたしません。  
２．当⽀店におけるお客様の取引残⾼、取引明細等は、お客様⾃⾝が IB サービスを
利⽤して適宜確認し、必要に応じ印刷していただくこととします。         
３．当⽀店におけるお客様の取引残⾼、取引明細等は、当⾏所定の期間、IB サービ
スを利⽤して、確認いただけるものとします。 
４．お客様が残⾼証明書等を必要とされる場合は、当⾏所定の⽅法によりお申込いた
だくことにより発⾏いたします。なお、この場合、当⾏所定の⼿数料を、払戻請求書
の提出なしに通知することなく当⽀店の総合⼝座普通預⾦から引き落とすものとし
ます。 
 
第 12 条 通知および告知⽅法  
１．当⾏からお客様への各種通知および告知は、当⾏ホームページへの掲⽰、または
IB サービスに登録された E メールアドレスへの E メール送信、届出住所への送付ま
たはその他⽅法のいずれかの⽅法より⾏われるものとします。  



２．アプリサービス内での通知または届出住所に当⾏が E メール、送付物等を送信
または送付した場合は、通信事情などの理由により延着し、または到達しなかったと
きでも、通常到達すべきときに到達したものとみなし、そのために⽣じた損害につい
ては、当⾏は責任を負いません。 
 
第 13 条 取引・サービスの変更  
当⾏の都合により、当⽀店で取扱う取引の種類、サービス、⾦利、⼿数料等の内容を
変更することがあります。その場合は、当⾏ホームページへの掲⽰、アプリサービス
内での通知、または届出住所への送付いずれかの⽅法により⾏われるものとしま 
す。  
 
第 14 条 届出事項の変更等  
１．お届けの住所、⽒名、電話番号、印章等、当⾏への届出事項に変更があった場合
には、当⾏所定の⽅法により、当⾏に届出るものとします。変更の届出は当⾏の変更
処理が完了した後に有効となります。変更処理が完了するまでの間に、変更が⾏ わ
れなかったことにより、お客様に損害が⽣じても当⾏は責任を負いません。また、届
出の前に⽣じた損害についても、当⾏は責任を負いません。  
２．届出の住所・⽒名あてに送付した通知または送付書類が未着として当⾏に返戻さ
れた場合、当⾏は通知または送付書類の送付を中⽌し、全部または⼀部の取引を制限
することができるものとします。また、返戻された送付物に関し、当⾏は保管責任を
負いません。  
 
第 15 条 喪失の届出  
お届印、キャッシュカード等を紛失した場合は、直ちに当⾏へ連絡するとともに、当
⾏所定の⼿続きを⾏うものとします。お届印、キャッシュカード等の紛失を当⾏へ連
絡する以前に⽣じた損害については、当⾏は責任を負いません。 
  
第 16 条 成年後⾒⼈等の届出  
１．家庭裁判所の審判により、預⾦者につき補助・補佐・後⾒が開始された場合、ま

２．ご登録の E メールアドレスまたは届出住所に当⾏が E メール、送付物等を送信
または送付した場合は、通信事情などの理由により延着し、または到達しなかったと
きでも、通常到達すべきときに到達したものとみなし、そのために⽣じた損害につい
ては、当⾏は責任を負いません。 
 
第 13 条 取引・サービスの変更  
当⾏の都合により、当⽀店で取扱う取引の種類、サービス、⾦利、⼿数料等の内容を
変更することがあります。その場合は、当⾏ホームページへの掲⽰または登録された
E メールアドレスへの E メール送信、届出住所への送付いずれかの⽅法より⾏われ
るものとします。  
 
第 14 条 届出事項の変更等  
１．お届けの住所、⽒名、電話番号、E メールアドレス、印章等、当⾏への届出事項
に変更があった場合には、当⾏所定の⽅法により、当⾏に届出るものとします。変更
の届出は当⾏の変更処理が完了した後に有効となります。変更処理が完了するまで
の間に、変更が⾏ われなかったことにより、お客様に損害が⽣じても当⾏は責任を
負いません。また、届出の前に⽣じた損害についても、当⾏は責任を負いません。  
２．届出の住所・⽒名あてに送付した通知または送付書類が未着として当⾏に返戻さ
れた場合、当⾏は通知または送付書類の送付を中⽌し、全部または⼀部の取引を制限
することができるものとします。また、返戻された送付物に関し、当⾏は保管責任を
負いません。  
 
第 15 条 喪失の届出  
お届印、キャッシュカード等を紛失した場合は、直ちに当⾏へ連絡するとともに、当
⾏所定の⼿続きを⾏うものとします。お届印、キャッシュカード等の紛失を当⾏へ連
絡する以前に⽣じた損害については、当⾏は責任を負いません。 
 
第 16 条 成年後⾒⼈等の届出  
１．家庭裁判所の審判により、預⾦者につき補助・補佐・後⾒が開始された場合、ま



たは預⾦者の補助⼈・補佐⼈・後⾒⼈につき、補助・補佐・後⾒の審判が開始された
場合には、直ちに成年後⾒⼈等の⽒名その他必要な事項を書⾯によってお届けくだ
さい。  
２．家庭裁判所の審判により、任意後⾒監督⼈の選任がされたときには、直ちに任意
後⾒⼈の⽒名その他の必要な事項を書⾯によって当⾏に届出て下さい。  
３．すでに補助・保佐・後⾒開始の審判をうけている場合、または任意後⾒監督⼈の
選任がされた場合にも前記 1.2.と同様に当⾏に届出て下さい。  
４．前 3 項までの届出事項に取消または変更などが⽣じたときにも同様に当⾏に届
出て下さい。前記 4 項の届出前に⽣じた損害については、当⾏は責任を負いません。 
 
第 17 条 ＣＤ・ATM の故障や通信機械およびコンピュータ等の障害時の取扱い  
１．停電・故障等により当⾏のＣＤ・ATM による取扱いが出来ない場合または通信
機器・回線等の障害等によりアプリサービスによる取引が出来ない場合には、当⽀店
以外の当⾏本⽀店窓⼝において、窓⼝営業時間内に限り、当⾏所定の⽅法で総合⼝座
普通預⾦に限り預⾦の払戻し、預⼊れ、または振込等を依頼することができます。総
合⼝座定期預⾦その他お取引についてはお取扱いできません。  
２．前項の理由により当⾏ＣＤ・ATM およびアプリサービスによる取引ができない
場合に、当⽀店のサービス取扱いに延着、不能等があっても、これによって⽣じた損
害について、当⾏は責任を負いません。  
 
第 18 条 マル優の取扱い  
当⽀店は、少額預⾦の利⼦⾮課税制度（マル優）のお取扱いはいたしません。  
 
第 19 条 証券類の取扱い  
１．当⽀店は、⼿形、当座⼩切⼿等の発⾏はいたしません。 
２．各種預⾦⼝座には、⼿形、⼩切⼿、配当⾦領収書等その他の証券類の受⼊はいた
しません。 
 
第 20 条 解約  

たは預⾦者の補助⼈・補佐⼈・後⾒⼈につき、補助・補佐・後⾒の審判が開始された
場合には、直ちに成年後⾒⼈等の⽒名その他必要な事項を書⾯によってお届けくだ
さい。  
２．家庭裁判所の審判により、任意後⾒監督⼈の選任がされたときには、直ちに任意
後⾒⼈の⽒名その他の必要な事項を書⾯によって当⾏に届出て下さい。  
３．すでに補助・保佐・後⾒開始の審判をうけている場合、または任意後⾒監督⼈の
選任がされた場合にも前記 1.2.と同様に当⾏に届出て下さい。  
４．前 3 項までの届出事項に取消または変更などが⽣じたときにも同様に当⾏に届
出て下さい。前記 4 項の届出前に⽣じた損害については、当⾏は責任を負いません。 
 
第 17 条 ＣＤ・ATM の故障や通信機械およびコンピュータ等の障害時の取扱い  
１．停電・故障等により当⾏のＣＤ・ATM による取扱いが出来ない場合または通信
機器・回線等の障害等により IB サービスによる取引が出来ない場合には、当⽀店以
外の当⾏本⽀店窓⼝において、窓⼝営業時間内に限り、当⾏所定の⽅法で総合⼝座普
通預⾦に限り預⾦の払戻し、預⼊れ、または振込等を依頼することができます。総合
⼝座定期預⾦その他お取引についてはお取扱いできません。  
２．前項の理由により当⾏ＣＤ・ATM および IB サービスによる取引ができない場
合に、当⽀店のサービス取扱いに延着、不能等があっても、これによって⽣じた損害
について、当⾏は責任を負いません。 
 
第 18 条 マル優の取扱い  
当⽀店は、少額預⾦の利⼦⾮課税制度（マル優）のお取扱いはいたしません。 
 
第 19 条 証券類の取扱い  
１．当⽀店は、⼿形、当座⼩切⼿等の発⾏はいたしません。 
２．各種預⾦⼝座には、⼿形、⼩切⼿、配当⾦領収書等その他の証券類の受⼊はいた
しません。 
 
第 20 条 解約  



１．お客様が、当⽀店における総合⼝座を解約する場合には、当⾏所定の⽅法により
解約するものとします。なお、アプリサービスの退会は任意であり、総合⼝座の解約
と同時に退会する必要はありません。また、キャッシュカードのみの解約やアプリサ
ービスのみの退会も、当⾏所定の⽅法により個別におこなうことができます。 
２．お客様が次の各号いずれか⼀つにでも該当した場合、当⾏はお客様に事前に通知
することなく、当⽀店との全ての取引を直ちに解約することができるものとします。
この解約にとって⽣じた損害については、当⾏は⼀切責任を負いません。  
（1）本規定その他の当⾏が定めた「普通預⾦規定」「総合⼝座取引規定」「おきぎん
Smart 利⽤規定」「キャッシュカード規定」の何れかに抵触したとき 
 
（2）当⾏からの通知物をお受取りにならなかったとき  
（3）当⾏に⽀払うべき諸⼿数料等の⽀払いがなかったとき  
（4）お客様の責に帰すべき事由により当⾏にお客様の所在が不明になったとき  
（5）預⾦⼝座等の名義⼈が存在しないことが明らかになった場合、または預⾦⼝座
等の名義⼈の意思によらず、開設されたことが明らかになったとき  
（6）本⽀店の預⾦⼝座が法令や公序良俗に反する⾏為に利⽤され、またはそのおそ
れがあると認められる場合  
（7）⽀払停⽌または破産もしくは⺠事再⽣⼿続開始の申⽴てがあったとき  
（8）お申込時に虚偽の申告をしたとき  
（9）⼝座開設後、初回⼊⾦が 1 年間なかった場合  
（10）前各号のほか、解約を必要とする相当な事由が⽣じたとき  
３．総合⼝座の解約により預⾦等が残る場合には、当⾏所定の⽅法により、お客様が
指定するお客様名義の当⾏本⽀店または当⾏以外の⾦融機関へ、振込むものとしま
す （振込⼿数料免除）。お客様に対する貸越元利⾦、未収⼿数料等がある場合は、 そ
れらをお⽀払いいただいた後、⼿続きいたします。 
 
第 21 条 免責事項  
１．当⾏所定の本⼈確認⽅法により、本⼈と認めて取扱いを⾏った場合は、暗証番号
等の偽造、盗⽤等当⾏の責によらない不正使⽤その他の事故があっても、そのために

１．お客様が、当⽀店における総合⼝座を解約する場合には、当⾏所定の⽅法により
解約するものとし、同時に IB サービスおよび当⽀店における全ての取引を解約する
ものとします。また、当⽀店の総合⼝座取引を残したまま、キャッシュカードのみの
解約、IB サービ スのみを解約することはできません。  
２．お客様が次の各号いずれか⼀つにでも該当した場合、当⾏はお客様に事前に通知
することなく、当⽀店との全ての取引を直ちに解約することができるものとします。
この解約にとって⽣じた損害については、当⾏は⼀切責任を負いません。  
（1）本規定その他の当⾏が定めた「普通預⾦規定」「総合⼝座取引規定」「「インター
ネットバンキングサービス『おきぎんｅパートナー（個⼈）』ご利⽤規定」「キャッシ
ュカード規定」の何れかに抵触したとき  
（2）当⾏が送付した契約者 ID 等の通知をお受取りにならなかったとき  
（3）当⾏に⽀払うべき諸⼿数料等の⽀払いがなかったとき  
（4）お客様の責に帰すべき事由により当⾏にお客様の所在が不明になったとき  
（5）預⾦⼝座等の名義⼈が存在しないことが明らかになった場合、または預⾦⼝座
等の名義⼈の意思によらず、開設されたことが明らかになったとき  
（6）本⽀店の預⾦⼝座が法令や公序良俗に反する⾏為に利⽤され、またはそのおそ
れがあると認められる場合  
（7）⽀払停⽌または破産もしくは⺠事再⽣⼿続開始の申⽴てがあったとき  
（8）お申込時に虚偽の申告をしたとき  
（9）⼝座開設後、初回⼊⾦が 1 年間なかった場合  
（10）前各号のほか、解約を必要とする相当な事由が⽣じたとき  
３．総合⼝座の解約により預⾦等が残る場合には、当⾏所定の⽅法により、お客様が
指定するお客様名義の当⾏本⽀店または当⾏以外の⾦融機関へ、振込むものとしま
す （振込⼿数料免除）。お客様に対する貸越元利⾦、未収⼿数料等がある場合は、 そ
れらをお⽀払いいただいた後、⼿続きいたします。 
 
第 21 条 免責事項  
１．当⾏所定の本⼈確認⽅法により、本⼈と認めて取扱いを⾏った場合は、暗証番号、
パスワード等の偽造、盗⽤等当⾏の責によらない不正使⽤その他の事故があっても、



⽣じた損害については、おきぎん smart 利⽤規定第 21 条 1 項に基づく請求を除き、
当⾏は責任を負いません。  
２．やむを得ない事由による通信機器、回線等の障害を原因とするアプリサービスで
の取引の取扱い遅延または ATM・CD による払戻し不能、および災害、事変、輸送
途中の事故、裁判所等公的機関の措置等の事由により⽣じた損害については、当⾏は
責任を負いません。  
３．公衆電話回線等の通信経路において、盗聴がなされたことにより、お客様の取引
情報等が漏洩した場合、そのために⽣じた損害については、当⾏は責任を負いませ
ん。  
４．申込書類等に使⽤された印影と届出の印鑑とを相当の注意をもって照合し、相違
ないものとして認めて取扱いを⾏ったにもかかわらず、それらの書類につき偽造・変
造・その他の事故等があった場合に⽣じた損害については、当⾏は責任を負いませ
ん。  
５．当⾏が通知物をお客様があらかじめ指定した住所にあてて郵送により通知を⾏
う際に、郵送上の事故等当⾏の責によらない事由により第三者が通知内容を知り得
たとしても、そのために⽣じた損害については、当⾏は責任を負いません。  
６．お客様が各種届出事項の変更を怠った場合に⽣じた損害については、当⾏は責任
を負いません。  
 
 
第 22 条 譲渡・質⼊れ等の禁⽌  
当⽀店の取引に基づくお客様の権利および預⾦等を譲渡、質⼊れその他第三者の権
利の設定、もしくは第三者に利⽤させることはできません。 
 
第 23 条 規定の準⽤  
１．当⽀店との取引において、本規定に定めのない事項については、おきぎん Smart
利⽤規定、おきぎんキャッシュカードサービス規定、おきぎんＩＣキャッシュカード
特約他、当⾏が定めた各種預⾦規定および各取引規定等により取扱います。 
２．本規定と他の規定の定めが異なるときは、本規定が優先します。  

そのために⽣じた損害については、当⾏は責任を負いません。 
  
２．やむを得ない事由による通信機器、回線等の障害を原因とする IB サービスでの
取引の取扱い遅延または ATM・CD による払戻し不能、および災害、事変、輸送途
中の事故、裁判所等公的機関の措置等の事由により⽣じた損害については、当⾏は責
任を負いません。  
３．公衆電話回線等の通信経路において、盗聴がなされたことにより、お客様の取引
情報等が漏洩した場合、そのために⽣じた損害については、当⾏は責任を負いませ
ん。  
４．申込書類等に使⽤された印影と届出の印鑑とを相当の注意をもって照合し、相違
ないものとして認めて取扱いを⾏ったにもかかわらず、それらの書類につき偽造・変
造・その他の事故等があった場合に⽣じた損害については、当⾏は責任を負いませ
ん。  
５．当⾏が契約者ＩＤ（おきぎんｅパートナーカード）をお客様があらかじめ指定し
た住所にあてて郵送により通知を⾏う際に、郵送上の事故等当⾏の責によらない事
由により第三者が契約者ＩＤを知り得たとしても、そのために⽣じた損害について
は、当⾏は責任を負いません。  
６．お客様が各種届出事項の変更を怠った場合に⽣じた損害については、当⾏は責任
を負いません。 
 
第 22 条 譲渡・質⼊れ等の禁⽌  
当⽀店の取引に基づくお客様の権利および預⾦等を譲渡、質⼊れその他第三者の権
利の設定、もしくは第三者に利⽤させることはできません。  
 
第 23 条 規定の準⽤  
１．当⽀店との取引において、本規定に定めのない事項については、おきぎんインタ
ーネットバンキングサービス利⽤規定、おきぎんキャッシュカードサービス規定、お
きぎんＩＣキャッシュカード特約他、当⾏が定めた各種預⾦規定および各取引規定
等により取扱います。 



３．当⾏が定めた各規定等は、郵送または当⾏ホームページへの掲載により告知しま
す。 
 
 
第 24 条 規定の変更 
1．この規定の各条項は、⾦融情勢その他の状況の変化その他相当の事由があると認
められる場合には、⺠法 548 条の 4 の規定に基づき変更するものとします。  
2．前項によるこの規定の変更は、変更を⾏う旨および変更後の規定の内容並びにそ
の効⼒発⽣時期を、店頭表⽰、当⾏ウェブサイトへの掲載による公表その他相当の⽅
法で周知します。  
3．前⼆項による変更は、公表等の際に定める相当な期間を経過した⽇から適⽤する
ものとします。  
 
第 25 条 準拠法・合意管轄  
１．当⽀店との取引の契約準拠法は、⽇本法とします。  
２．当⽀店との取引に関する訴訟については、当⾏本店の所在地を管轄とする裁判所
を専属的合意管轄裁判所とします。  

                    以上 
 

＜附則＞ 

改定履歴 

№ ⽇付 改廃区分 運⽤開始⽇ 内容 

1 2025.09.10 改定 2025.10.01 ｅパートナー個⼈サービス終了に伴う改定 
 

２．本規定と他の規定の定めが異なるときは、本規定が優先します。  
３．当⾏が定めた各規定等は、郵送または当⾏ホームページへの掲載により告知しま
す。個別の規定が必要な場合は、当⽀店あて請求するものとします。 
 
第 24 条 規定の変更  
1．この規定の各条項は、⾦融情勢その他の状況の変化その他相当の事由があると認
められる場合には、⺠法 548 条の 4 の規定に基づき変更するものとします。  
2．前項によるこの規定の変更は、変更を⾏う旨及び変更後の規定の内容並びにその
効⼒発⽣時期を、店頭表⽰、当⾏ウェブサイトへの掲載による公表その他相当の⽅法
で周知します。  
3．前⼆項による変更は、公表等の際に定める相当な期間を経過した⽇から適⽤する
ものとします。  
 
第 25 条 準拠法・合意管轄  
１．当⽀店との取引の契約準拠法は、⽇本法とします。  
２．当⽀店との取引に関する訴訟については、当⾏本店の所在地を管轄とする裁判
所を専属的合意管轄裁判所とします。  
                                   以上 
 

 
附則追加 

 
 

 


